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防衛装備庁における委託先が輸入する秘密等物件の受領等 

実施要領について（通知） 

 

標記について、別紙のとおり定めたので通知する。 

なお、契約相手方又は下請負者が輸入する特別防衛秘密物件の受領及

び引渡し要領について（装装制第４１２０号。２８．３．２３）は廃止

する。 

 

添付書類：別紙 

写送付先：調達管理部調達企画課長 

殿 



別紙 

 

防衛装備庁における委託先が輸入する秘密等物件の受領等実施要領 

 

１ 趣旨 

この実施要領は、防衛装備庁における委託先が輸入する秘密等物件

の受領、引渡し及びこれらに関連する事務について、外国政府との情

報保護協定に基づく秘密等の保護を確保するために必要な手続を定め

るものである。 

 

２ 用語の定義 

  この実施要領において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号

に定めるとおりとする。 

⑴ 委託先 防衛装備庁における秘密保全に関する訓令（平成２７年

防衛装備庁訓令第２６号。以下「秘庁訓令」という。）第２７条及

び第２８条の規定による委託先、防衛省が調達する装備品等の開発

及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和５年法律第５４

号。以下「強化法」という。）第２７条第１項に規定する契約事業

者、防衛装備庁における特別防衛秘密の保護に関する訓令（平成２

７年防衛装備庁訓令第２５号。以下「特別防秘庁訓令」という。）

第２４条の規定による委託先及び防衛装備庁における特定秘密の保

護に関する訓令（平成２７年防衛装備庁訓令第２７号）第３５条の

規定により契約を締結した適合事業者であって、秘密等に該当する

物件を輸入する契約事業者をいう。 

⑵ 秘密 秘密保全に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第３６号）

第２条第１項又は秘庁訓令第２条第１項に規定する秘密をいう。 

⑶ 装備品等秘密 強化法第２７条第１項に規定する装備品等秘密を

いう。 

⑷ 特別防衛秘密 日米相互防衛援助協定等に伴う秘密保護法（昭和

２９年法律第１６６号）第１条第３項に規定する特別防衛秘密をい

う。 

⑸ 特定特別防衛秘密 特別防衛秘密の保護に関する訓令（平成１９

年防衛省訓令第３８号）第１５条第１項又は特別防秘庁訓令第１４

条第１項の規定により、防衛大臣又は防衛装備庁長官が特別の保護

を要するものとして指定した特別防衛秘密をいう。 

⑹ 特定秘密 特定秘密の保護に関する法律（平成２５年法律第１０

８号）第３条第１項に規定する特定秘密をいう。 

⑺ 秘密等 秘密、装備品等秘密、特別防衛秘密、特定特別防衛秘密



及び特定秘密をいう。 

⑻ 秘密等物件 秘密等に該当する物件をいう。 

⑼ 情報保護協定 秘庁訓令第２条第４項に規定する外国政府との間

の協定をいう。 

⑽ 契約担当官等 防衛省所管契約事務取扱細則（平成１８年防衛庁

訓令第１０８号）第２条に規定する契約担当官等のうち、防衛装備

庁の契約担当官等をいう。 

 ⑾ 契約締結者等 契約担当官等及び装備品等秘密訓令第２条第２号

に規定する契約締結者のうち防衛装備庁の全ての契約締結者をい

う。 

 

３ 申請並びに受領担当官及び送達担当官の指定 

⑴ 契約締結者等は、委託先が秘密等物件を輸入しようとする場合

は、あらかじめ、その名称、数量、日本への到着時期及び受領場所

等を明示して申請させるものとする。 

⑵ 契約締結者等は、委託先から前号に規定する申請があった場合

は、輸入先となる外国政府の代表機関の職員（以下「外国政府職

員」という。）から当該秘密等物件を受領する職員（以下「受領担

当官」という。）を別紙様式第１号により指定するとともに、その

写しを添えて装備政策部装備保全管理課長に通知するものとする。 

⑶ 契約締結者等は、外国政府職員から受領した秘密等物件に瑕疵が

発見される等の理由により、当該秘密等物件を返送するために外国

政府職員に送達する必要がある場合は、当該送達を担当する職員

（以下「送達担当官」という。）を別紙様式第２号により指定する

とともに、その写しを添えて装備政策部装備保全管理課長に通知す

るものとする。 

⑷ 前２号の場合において、同一の者を複数の契約の受領担当官及び

送達担当官に指定すること、また、同一の者を受領担当官及び送達

担当官の両方に指定することを妨げないものとする。 

⑸ 契約締結者等は、管下の職員以外の者を受領担当官及び送達担当

官に指定しようとするときは、あらかじめ、当該職員が所属する部

署の長と相互に調整するものとする。 

 

４ 受領、引渡し及び送達 

⑴ 前項第２号の規定により指定された受領担当官は、外国政府職員

から秘密等物件を受領する場合は、委託先の秘密等取扱者と共に受

領場所に赴き、外国企業等が発出する送付状等により受領する秘密

等物件を確認の上、外国政府職員からこれを受領するものとする。 



⑵ 受領担当官は、前号の規定により秘密等物件を受領したときは、

直ちに、委託先が作成する受領書等と引き替えに当該秘密等物件を

委託先に引き渡すものとする。 

⑶ 前項第３号の規定により指定された送達担当官は、外国政府職員

に秘密等物件を送達する場合は、委託先の秘密等取扱者と共に送達

場所に赴き、送達する秘密等物件に相違がないことを確認の上、外

国政府職員にこれを送達するものとする。 

 

５ その他 

受領担当官及び送達担当官は、秘密等物件の受領、引渡し及び送達

に当たっては、あらかじめ、外国政府職員、委託先その他必要な関係

先と十分に調整するとともに、秘密等物件の厳格な取扱いについて、

委託先の秘密等取扱者を指導、監督するものとする。 

  



別紙様式第１号 

 

受領担当官指定書 

 

所 属  

官職及び氏名  

取り扱える秘密等の 

種類及び範囲 
 

調達要求番号  

契約品名  

受領する秘密等物件の 

名称及び数量 
 

 

 上記のとおり指定する。 

 

令和  年  月  日 

 

（契約締結者等）      

官 職           

氏 名           

 

注：１ 取り扱える秘密等の種類（秘密、装備品等秘密、特別防衛秘

密、特定特別防衛秘密及び特定秘密の別をいう。）及び範囲欄に

は、次の例により記載する。 

【記載例】 

・秘密 委託先が取り扱う秘密文書等の保全検査に必要な範囲 

・装備品等秘密 委託先が取り扱う秘密文書等の保全検査に必要 

な範囲 

 ・特定特別防衛秘密（極秘） イージス武器システム 

 ・特定秘密 18-201412-198-1 チ a-009（指定の整理番号） 

  ２ 調達要求番号欄及び契約品名欄には、受領する秘密等物件に関

係する契約の調達要求番号欄及び契約品名を記載する。 



別紙様式第２号 

 

送達担当官指定書 

 

所 属  

官職及び氏名  

取り扱える秘密等の 

種類及び範囲 
 

調達要求番号  

契約品名  

送達する秘密等物件の 

名称及び数量 
 

 

 上記のとおり指定する。 

 

令和  年  月  日 

 

（契約締結者等）      

官 職           

氏 名           

 

注：１ 取り扱える秘密等の種類（秘密、特別防衛秘密、特定特別防衛

秘密及び特定秘密の別をいう。）及び範囲欄には、次の例により

記載する。 

【記載例】 

・秘密 委託先が取り扱う秘密文書等の保全検査に必要な範囲 

・装備品等秘密 委託先が取り扱う秘密文書等の保全検査に必要 

な範囲 

・特定特別防衛秘密（極秘） イージス武器システム 

 ・特定秘密 18-201412-198-1 チ a-009（指定の整理番号） 

  ２ 調達要求番号欄及び契約品名欄には、送達する秘密等物件に関

係する契約の調達要求番号欄及び契約品名を記載する。 


